国土交通省「北海道広域医療情報ネットワークシステム」プロジェクト

[現状]
平成１1年度より国土交通省「北海道広域医療情報ネットワークシステム」事業(当時は北海道開発庁)において研究開発室は企画立案、実験施行の中心として協力するとともに、同事業に参加する各講座・部門間の調整、実験協力を行ってきた。当事業は北海道における広域医療情報ネットワークシステムの構築によりIT技術による遠隔医療支援をめざし、その後12，13年度の継続し。今年度も継続中である。年次ごとの事業概要としては、当初の11年度、12年度ではIPsecという暗号化技術による情報の秘匿化、IX(internet exchange)技術による通信の安定性の確保を行うことでインターネットを介した遠隔医療支援の可能性を実証した。次の平成12～13年度では、国土交通省国道12号線光ファイバーおよび無線LAN技術を利用すること札幌と旭川間をギガビットネットワークで結ぶ医療専用のメトロポリタン・エリア・ネットワーク(Medical Metropolitan Area Network)を構築し高速ネットワーク環境下でのテレパソロジー、テレラジオロジー、テレカンファレンスをはじめとして遺伝子診断、眼科、皮膚科診断等多種多彩なアプリケーションの運用を試みた。平成14年度は帯広市を中心とする十勝地区をフィールドに大学病院－地域中核病院－クリニック、一般家庭までの多段階かつ面的なネットワークを構築する。そのネットワーク上で在宅患者診療支援、在宅リハビリテーション、遠隔障害児療育支援、医師等医療関係者を対象にした遠隔講義、一般健常人を対象にした遠隔健康管理支援、疫学調査を行う。また従来的な DICOM 通信、眼科、皮膚科等の遠隔画像診断支援をクリニックレベルまで範囲を拡大して施行している。
[点検・評価]
医療における情報化として非常に先進的な取り組みであり実験研究としては十分な成果があったと思われる。また学内的には各講座に多数の情報機器を提供することで学内情報化推進に一定の寄与を行いえたと思われる。また本学の責務である地域医療貢献に対して多様な可能性を提示できた。それには診療支援を行うことによる直接的な効果の他、地域情報化促進による赴任医師に良質な情報環境を提供することで都市から地方部への異動に伴う抵抗感を幾分軽減できる可能性もあると考える。問題点としては、各事業が国の単年度の実証事業のため遠隔医療支援事業としての継続性があまりないことが大きい。これと関連するが道との連携、連絡はあまりできていない点などが課題である。

[改善策]
継続した事業につなげていくために、実験参加医療機関が存する自治体や道庁との連携を密にすることで単年度事業からの脱却をはかる。

